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加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的助成制度の創設をしてください 

 

加齢性難聴とは、加齢に伴い音を感じる部位に障害がおこり、聴力の低下によって

発生する障害で、40歳代からはじまり75歳以上では約半数が難聴に悩んでいるとい

われています。 

こうした難聴の影響は、危険の察知や家族や友人とのコミュニケーションがうまく

いかなくなるとともに、孤立し、うつ状態や認知症の発症リスクを大きくするともい

われています。                     ＜ページ4～14参照＞ 

こうした難聴の改善には、補聴器が生活の質を維持し、社会交流を図りながら、住み慣

れた地域で自分らしく暮らす「聞こえのバリアフリー化」への必需品となっています。 

しかしながら、補聴器は平均価格が 15 万円以上と高額であり、保険適用がないた

め全額個人負担となっています。年金生活者や低所得の高齢者にとって負担が大きす

ぎるため、経済的負担を軽減することが求められています。 

高知県議会においても2019年6月議会で「加齢性難聴者の補聴器購入に対する公

的補助制度の創設を求める意見書」が採択されるとともに、高知県内の7市9町3村

の 19 自治体で同様の意見書が採択されています。また国の動きが鈍いなか、東京を

はじめ全国の市町村では補聴器購入費助成が広がりつつあります。 ＜ページ15～＞ 

貴職においても、国への働きかけを強くお願いするとともに、独自での「加齢性難聴

者の補聴器購入に対する公的助成制度」を創設されるよう要望します。 

以上 
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聴覚障害の認定方法に関する検討会 

構成員各位 
 

 

 
（一社）全日本難聴者・中途失聴者団体連合会 

 理事長 新谷友良 
 

聴覚障害の認定方法に関する意見 
 

 
 「聴覚障害の認定方法に関する検討会」でのヒアリングの機会を与えていただきま

してありがとうございます。障害認定方法の在り方に関する議論は障害の範囲の問題

と密接に関連します。我が国が1月20日に批准した障害者権利条約は、障害を「機能障

害を持つ人と社会的障壁との相互作用に求める」考え方を採っています。障害の認定

方法の見直しは聞こえに困難を抱える多くの人を福祉サービスの対象とする方向で検

討されるべきであり、新たな検査方法を導入することによって、聴覚障害に認定され

る人の範囲を狭めることは容認できません。聴覚障害者の範囲の問題は当団体が設立

以来「デシベルダウン運動」として悲願として取り組んでいる課題です。以下、聴覚

障害者の範囲・等級とその認定方法について意見を述べさせていただきます。 

 
 

記 
 
１．聴覚障害者の範囲 
 現在の身体障害者福祉法による聴覚障害の認定は純音による聴力検査と語音明瞭度

検査の結果により判定されており、2006年の調査によりますと聴覚・言語障害による

身体障害者手帳の保持者は34万人と報告されております。（第1回検討会資料では、聴

覚・言語障害者数は45.2万人）この聴覚・言語障害者の数は人口比にすると約0.3%で

あり、世界保健機関（WHO）の2005年報告の人口比4.3％、2013年報告の人口比

5.2％（いずれも聴覚障害者数で、言語障害の方は含んでいないと思われます）と比較

して極めて低い数値であります。この極端に低い数値の最大の理由は、WHO が純音

聴力レベル41デシベル以上を聴覚障害としているのに対して、我が国が純音聴力70デ
シベル以上を聴覚障害としていることに起因していると考えます。 

聴覚障害の認定方法に関する検討会（第２回） 

平成２６年９月２日 資料３ 
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 また、純音聴力レベル等による検査方法ではなく、難聴またはおそらく難聴と思っ

聴覚障害者の割合について、日本補聴器工業会などが実施した「JapanTrak (ジャパ

ントラック)2012」が以下の調査結果を発表しています。 
 聴覚障害に関する福祉サービスは、

ほとんどがニーズアセスメントでは

なく手帳制度で運営されています。

そのため、手帳取得に係る障害認定

が聴覚障害者の範囲を決め、利用サ

ービスの内容を決めます。これから

の福祉サービス利用が手帳制度のよ

るのかニーズアセスメントによるの

かは、今後議論されていくと思いま

すが、現行の障害認定の基準を

WHO の基準並みに改定することが

当面の急務と考えます。 
 
２．聴覚障害者の障害程度 
 現行の身体障害者福祉法における聴覚障害程度等級表は2級から6級に区分されてい

ますが、日本の障害程度等級は、きこえの程度ではなく労働能力喪失率に基づいて設

定されていると考えられます。（添付資料参照）聴覚障害者の日常生活を考えた場合、

労働能力喪失の割合で障害程度を決定する合理的根拠はなく、障害の程度を生活の質

（ＱＯＬ）の観点から見直し、ＱＯＬ向上に重点をおいた福祉サービスへの転換が求

められます。  
 障害程度に関しましては、WHO が純音の聴力レベル26-40ｄB を「Slight 

Impairment」とし、医師との相談・補聴器使用推奨、41-60ｄB を「Moderate 

Impairment」とし、補聴器の常時使用推奨、61-80ｄB を「Severe Impairment」とし、

補聴器使用、手話・読話の習得推奨、81ｄB 以上を「Profound Impairment」とし、

補聴器の効果制限的、手話・読話必須、としていることを参考にすべきと考えます。 
 
３．聴覚障害の認定方法 
 聴覚障害の認定については、現行の純音による聴力検査と語音明瞭度検査の結果に

より判定することは現実的と考えます。地域での認定医の数は限定されており、通

院・待機時間等の負担も考え、障害認定の方法は申請者に過重な負担をかけない合理

的なものであるべきと考えます。 
 なお、聴覚の係る検査は、新生児スクリーニングは新生児の６－７割にまで普及し

ていると聞いていますが、児童・生徒に関しては聴力検査が就学時、小学校４年・６

年、中学校・高等学校２年しか義務付けられておらず、障害の早期発見・早期対応を

JapanTrak2012の調査
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困難にしています。また、職場での健康診断では、1000Hz・4000Hz で聴力検査をし、

異常者に防音室での精密な聴力検査を行うようなガイドがなされていますが、そのよ

うな検査を受けるためには、地域の医院・病院に出向く必要があります。 
 検討会での議論は、あくまでも手帳の認定の範囲に限られるのかもしれませんが、

教育現場、労働現場での聴覚障害の早期発見・早期対応の課題との整合性も求められ

ると考えます。聴覚障害認定に関する踏み込んだ議論を是非お願いいたします。 
 

以上 
 
添付資料： 
「身体障害者福祉法における聴覚障害の定義と労働基準法における聴覚障害等級との

比較」 
 



標準純音聴力検査による場合 聴取距離による場合

2
両耳の聴力レベルがそれぞれ100デシベル以
上のもの

両耳全ろう 4 両耳を全く聾した者 92%以上

3 両耳の聴力レベルが90デシベル以上のもの
耳介に接しなければ大声語を理解し得ないも
の

4

両耳の聴力レベルが80デシベル以上のもの

両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が50
パーセント以下のもの

耳介に接しなければ話声語を理解し得ないも
の 6

両耳の聴力が耳に接しなければ大声を解する
ことができない程度になつたもの、または一
耳を全く聾し他耳の聴力が四十センチメート
ル以上の距離では尋常の話声を解することが
できない程度になつたもの

67%以上

6

両耳の聴力レベルが70デシベル以上のもの

一側耳の聴力レベルが90デシベル以上、他側
耳の聴力レベルが50デシベル以上のもの

40 cm以上の距離で発声された会話語を理解
し得ないもの 7

両耳の聴力が四十センチメートル以上の距離
では尋常の話声を解することができない程度
になつたもの、または一耳を全く聾し他耳の
聴力が一メートル以上の距離では尋常の話声
を解することができない程度になつたもの

56%以上

9

両耳の聴力が1m以上の距離では尋常の話声を
解することができない程度になったもの

一耳の聴力が耳に接しなければ大声を解する
ことができない程度になり他耳の聴力が1m以
上の距離では尋常の話声を解することが困難
である程度になったもの

一耳を全く聾したもの

35%以上

身体障害者福祉法における聴覚障害の定義と労働基準法における聴覚障害等級との比較

身体障害者福祉法における聴覚障害程度等級表
労働基準法施行規則による聴覚障害等級 労働能力喪失率級級

IKYYV
テキストボックス
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加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の創設を求める意見書

現在、国の補聴器購入への助成は、身体障害者福祉法第４条に規定する身体

障害者で、障害者手帳を持つ両耳の平均聴力レベルが70デシベル以上の高度・

重度難聴者が対象である。41デシベル以上の中等度以下の難聴者の補聴器購入

には助成制度がなく、補聴器は３万円以上と高額で、生活に支障を来す加齢性

難聴者がふえている。

加齢性難聴は日常生活を不便にし、コミュニケーションを困難にするなど生

活の質を落とす大きな原因となっており、最近では、鬱や認知症の危険因子に

なることも指摘されている。

日本の難聴者率は欧米諸国と大差がないにもかかわらず、補聴器使用率は欧

米諸国と比べて低く、日本での補聴器普及のおくれが指摘されている。

日本において補聴器の価格は高額であるが、保険適用とはなっていない。重

度難聴の場合の補装具支給制度の対象になれば１割の自己負担で購入できるが、

中等度以下の場合は、購入後に医療費控除を受けられるものの、控除額は僅少

であり高額な自己負担が伴う。また、低所得者にとっては、補聴器の購入その

ものが困難と言わざるを得ない。

欧米では、補聴器購入に対し公的補助制度があり、日本でも、一部の自治体

で高齢者の補聴器購入に対し補助を行っている。

補聴器のさらなる普及は、高齢になっても生活の質を落とさず心身とも健や

かに過ごすことができ、認知症の予防、ひいては健康寿命の延伸、医療費の抑

制にもつながるものと考えられる。

よって、国におかれては、加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度

を創設することを強く求める。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

高知県議会議長 桑 名 龍 吾

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

全世代型社会保障改革担当大臣

様

高知県議会：2019.06.28 決議



　　　　　地方議会の補聴器購入の公的支援を求める意見書採択の状況

2021.7.28現在　HP調査
NO 都県 補聴器助成金実施自治体 小計 補聴器購入の公的支援を求める意見書採択の状況 小計

1 北海道

北見市、池田町、豊頃町、赤井川
村、上土幌町

5

伊達市、斜里町、江別市、根室市、旭川市、津別町、登別市、新ひだ
か町、知内町、仁木町、古平町、余市町、標茶町、広尾町、室蘭市、石
狩市、芦別市、赤平市、洞爺湖町、歌志内市、黒松内町、むかわ町、
東川町、芽室町、音更町、帯広市

26

2 青森

青森市、八戸市、五戸町、階上町、南部町、新郷村、外ヶ浜町、深浦
町、藤崎町、大鰐町、鶴田町、三戸町、大間町、佐井村、鰺ヶ沢町、黒
石市、平内町、田子町、五所川原市、田舎館町、東北町、七戸町、平
川市

23

3 岩手 宮古市 1
4 宮城

5 秋田 三種町 1
にかほ市、潟上市、大館市、由利本荘市、横手市、羽後町、東成瀬
町、秋田市、仙北市、城目町、三種町、藤里町、八郎潟市、八峰町、能
代市、井川町、北秋田市、上小阿仁村

18

6 山形 米沢市 1
7 福島 伊達市、郡山市 2
8 茨城 古河市 1
9 栃木 足利市 1
10 群馬 大泉町 1 下仁田町 1
11 山梨 北杜市、韮崎市、甲府市 3

12 埼玉 朝霞市 1
和光市、新座市、富士見市、古川市、戸田市、上尾市、嵐山町、桶川
市、草加市、秩父市、宮代町、松伏町、上里町

13

13 千葉 浦安市、船橋市、印西市 3

14 東京

新宿区、江東区、江戸川区、葛飾
区、大田区、中央区、豊島区、千代
田区、墨田区、足立区、文京区、板
橋区、練馬区、利島村、渋谷区

15 三鷹市、東久留米市、小金井市、西東京市、荒川区、港区、千代田区 7

15 神奈川 津川村 1 県議会、中井町、座間市、大和市、日出町、二宮町 6

16 新潟
三条市、見附市、阿賀野市、出雲崎
町

4
胎内市、阿加町、弥彦村、関川村、出雲碕町、佐渡市、三条市、聖籠
町、村上市、津南町、

10

17 富山
18 石川 県議会、金沢市、小松市、志賀町、加賀市 5
19 福井 越前市 1
20 長野 木曽町、南箕輪村、飯綱町 3 県議会、松本市、南木曽町、玉滝村 4
21 岐阜 輪之内町 1

22 静岡
長泉町、磐田市、焼津市、三条市、
見附市、田川市

6 静岡市、御殿場市 2

23 愛知 稲沢市、犬山氏、設楽町 3
24 三重
25 滋賀 豊郷町 1 近江八幡市、彦根市、東近江市、大津市 4
26 京都 宮津市、舞鶴市、長岡京市、与謝野町 4
27 大阪 泉大津市、富田林市、摂津市、交野市、吹田市、池田市 6
28 兵庫 明石市 1 県議会、西宮市、豊岡市、佐用町、川西市、朝来市 6
29 奈良 大和郡山市、王寺町、平郡町、三郷町、奈良市、大和高田市 6
30 和歌山 県議会、橋本市、和歌山市、日高川町、串本町、北山村、古座川町 7
31 鳥取
32 島根 和野町 1
33 岡山 新見市、備前市、 2
34 広島
35 山口
36 徳島
37 香川 丸亀市 1
38 愛媛 八幡浜市 1

39 高知
県議会、四万十市、香美市、宿毛市、四万十市、洲崎市、南国市、安
芸市、黒潮町、本山町、大月町、日高村、北川村、大豊町、土佐町、芸
西村、井野町、桂川町、安田町、四万十町

20

40 福岡 直方市、鞍手町 2
41 佐賀 唐津市 1
42 長崎
43 熊本 益城町 1
44 大分 日出町 1
45 宮崎
46 鹿児島 垂水市 1
47 沖縄 那覇市 1

合計 50 186

*補聴器の助成を実施している自治体には65歳以上、住民税非課税、医師の証明、助成額1/2、上限額3万円などがありま
すが、高齢者にとっては「光明」との声もあり、全ての自治体で実施すべく9月、12月議会に向けて請願・陳情運動に取り組み



地方公共団体名 年齢条件

東京都新宿区 70歳以上

（補聴器の支給）

東京都江東区 65歳以上

（高齢者補聴器の現物支給）

0人 1人 2人

2,572,000 3,052,000 3,432,000

東京都江戸川区 65歳以上

(補聴器購入資金の助成）

東京都葛飾区 65歳以上

（補聴器購入費助成）

東京都大田区 70歳以上

（補聴器購入費助成）

東京都中央区 65歳以上

（補聴器購入費助成）

所得金額 所得金額

2,572,000 3,052,000

扶養
なし

扶養1人

補聴器（「耳かけ式」又は「箱型」のどちらか）を支給

＊障害者の制度で支給されている方は除く。

＊利用者負担2,000円

１人１台１回限り。現物支給。

③区で定める所得以下の方

＊所得基準

＊扶養親族が3人以上の場合、1人につき38万円加算

＊上限20,000円まで助成

①満65歳以上で江戸川区内在住の方

＊次のすべてに該当する方

扶養親族の数

基準額

④聴覚障害による身体障害者手帳を所持していないこと

②住民税が非課税の方。領収書の日付（4月1日～6月30日購入の場合は
前年度課税状況）で判断します

③医師から補聴器が必要と認められた方

＊医療機器認定を受けた補聴器で、購入から3ヶ月以内に申請

＊1回限り、35,000円を限度に助成

＊次のすべてに該当する方

③住民税非課税世帯

②大田区内に住所を有し、現に居住していること

補聴器購入資金助成制度実施地方公共団体 2019.8.30　HP調査

＊35,000円を限度に助成

＊購入金額が35,000円未満である場合は購入金額を限度に助成

＊次のすべてに該当する方

①65歳以上の区内在住者

②耳鼻科の医師が補聴器の使用を必要と認める方

⑤医師が補聴器の使用を必要と認めていること

①葛飾区民の方

②満65歳以上の方

③住民税非課税世帯の方

④医師が補聴器を必要と認めた方

＊1回限り、20,000円を限度に助成

＊次のすべてに該当する方

①満70歳以上であること

≪注意≫ホームページ検索による調査のため自治体によっては変更（廃止）されている場合もあるので注意願います。

③本人の前年の所得が下記を超えないこと

＊注記：扶養親族が増すごとに38万円を加算します

④以前にこの補聴器購入費用助成金を受けていない方

＊次のすべてに該当する方

①江東区にお住まいの65歳以上の在宅の方

②障害者総合支援法による補聴器の支給を受けていない方

内　　　　　容

1



地方公共団体名 年齢条件 内　　　　　容

東京都墨田区 65歳以上

（高齢者補聴器購入費助成）

東京都豊島区 65歳以上

（高齢者補聴器購入費助成）

東京都千代田区 20歳以上

（補聴器購入費助成）

福岡県田川市

（軽度難聴者補聴器購入費助成）

千葉県浦安市 65歳以上

（補聴器の購入費助成）

千葉県船橋市 65歳以上

（補聴器購入費用助成事業）

3. 所得税非課税世帯に属していること（世帯分離をされていても、同居し
ている方（ご家族等）がいる場合、その方も所得税が非課税である必要が
あります）
4. 医師により補聴器の使用が必要であるとの証明があること 

5.聴覚障害の身体障害者手帳を交付されていないこと

（2）購入した補聴器の費用が2万円以上の場合、2万円を助成

【例】補聴器代：34万円→助成額：2万円

下記の要件をすべて満たしている方

1. 補聴器購入日時点で、市内に居住し、住民登録があること 

2. 補聴器購入日時点で、65歳以上であること 

・補聴器の必要性を認める医師の意見を得ることができる方 

・一耳の聴力レベルが40デシベル以上である方 

・本人または扶養義務者等の所得が、千代田区障害者福祉手当の所得
基準の範囲内である方

（1）購入した補聴器の費用が2万円未満の場合、その補聴器の費用分を助成

【例】補聴器代：1万5千円→助成額：1万5千円

＊聴覚障がいにより身体障がい者手帳の交付を受けている方を除く

＊医療機関として認定されている補聴器のみ対象となります

＊医師の証明書（市指定の様式）

②耳鼻咽喉科治療により聴力改善が見込めないこと

③住民税非課税世帯、均等割のみの市民税課税世帯または生活保護世
帯

＊35,000円を限度に助成

＊次のすべてに該当する方

（3）耳鼻いんこう科の医師から本事業の所定の基準を満たすと認められ、
当該医師の意見書等を提出することができる方

4.聴覚障害による身体障害者手帳の対象（高度難聴以上）とならないかた 

＊次のすべてに該当すること

＊助成対象経費と市が定める基準額を比較し、いずれか低い額の2分の
1を助成します

*購入金額の９割　25,000円を限度に助成

・千代田区内に住所を有し、現に居住していること 

・聴覚障害による身体障害者手帳を所持していない方 

＊20,000円を限度に助成

＊次のすべてに該当すること

1. 豊島区に住所を有する65歳以上のかた 

2. 住民税本人非課税（介護保険料所得段階が1から5）のかた 

3. 日常生活などで耳が聞こえにくく、耳鼻科の医師から本事業の基準を
満たす証明を受けたかた（中程度難聴程度）

＊20,000円を限度に助成

＊次のすべてに該当すること

（1）墨田区内在住の満65歳以上で住民税非課税の方

（2）聴覚障害により補聴器（補装具購入費）の支給を受けていない方

①両耳聴力レベルが50デシベル以上70デシベル未満、または片耳の聴
力レベルが50デシベル以上で他耳の聴力レベルが90デシベル未満であ
ること。
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地方公共団体名 年齢条件 内　　　　　容

埼玉県朝霞市 65歳以上

（補聴器購入費用助成事業）

栃木県宇都宮市 65歳以上

（老人福祉補聴器の交付） 負担額

A 0円

B 0円

C 16,300円

D 28,400円

E 全額自費

長野県木曽町 65歳以上

（高齢者補聴器購入費補助金）

愛知県北名古屋市 70歳以上

（難聴高齢者補聴器購入費補助）

静岡県長泉町 65歳以上

（高齢者補聴器購入費助成事業）

北海道北見市 70歳以上

（補聴器交付）

栃木県足利市 75歳以上

（日常生活用具給付事業） （65歳以上）

茨城県古河市 65歳以上

・生活保護法による被保護世帯または市民税非課税世帯の７５歳以上

・６５歳以上で要介護認定または要支援認定を受けているか、介護予防・
日常生活支援総合事業の対象者

・医師の判定を受けた方

・障がいの程度が身体障害福祉法に規定する障がいの程度に該当しない
者に限る

＊購入費用の2分の1以内とし、1万円まで（1人1回限り、1台のみ）

・補聴器を購入した日において市内に住所を有し、現に居住している人

・聴覚障害による身体障害者手帳の交付を受けていない人

○補聴器〜両耳の聴力損失が40デシベル以上の方

○補聴器−高度難聴用ポケット型

＊助成する金額は、購入費の2分の1以内で、上限は3万円です

次の1～3のすべてに該当する方

1. 住民登録があり、65歳以上の方

2. 両耳の聴力が50デシベル以上70デシベル未満の方

3. 障害者総合支援法による補聴器の支給対象にならない方

利用世帯の区分

生活保護による被保護世帯

生計中心者の前年所得税非課税世
帯

生計中心者の前年所得税課税年額
が5,000円以下の世帯

生計中心者の前年所得税課税年額
が5,001円以上15,000円以下の世帯

70歳以上で身体障害者6級以上と医師が診断した方

(身体障害者福祉法による補聴器の給付を受けている方は除きます)

購入費60,000円以上の場合　30,000円

購入費60,000円未満の場合　購入費の半額

＊身体障がい者の聴覚障がいに該当せず一側耳の聴力レベルが、55デ
シベル以上90デシベル未満、他側耳の聴力レベルが55デシベル以上70
デシベル未満で、専門医師により補聴器の使用が必要と認められた方
に、補聴器（高度難聴用ポケット型か高度難聴用耳掛型）を交付します。

＊購入費の2分の1以内で30,000円を上限とします（100円未満切り捨て）

平成27年4月1日以降に補聴器を購入した65歳以上の町民

＊補装具を購入することが経済的に困難な高齢者に補聴器を支給

○対象者は、70歳以上の在宅の高齢者で、市民税非課税世帯に属する方

・朝霞市内に居住する６５歳以上の方

・市民税非課税世帯に属する方

・聴覚障害による身体障害者手帳を所持していない方

・医師が補聴器の必要性を認める方　　※医師の意見書が必要となります。

生計中心者の前年所得税課税年額
が15,001円以上

＊上限２万円

次のすべての要件に合致される方
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地方公共団体名 年齢条件 内　　　　　容

福岡県粕屋町 65歳以上

（補聴器購入補助事業）

＊補聴器購入費の一部を補助する

・住民税非課税世帯のみ

・加齢による難聴のため医師の判断で補聴器が必要となった方
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補助金の名称 補助金の概要 対象 担当課

後期高齢者福祉
医療費助成

後期高齢者福祉医療受給者の保険診療分の自己負
担額を全額または一部助成 後期高齢者医療保

険加入者で重度の
障害認定を受けて
いる方及び１人暮
らし高齢者（町民
税非課税、収入80
万円以下）

町民課

障害者医療費助成
障害者医療受給者の保険診療分の自己負担額を全
額助成

重度の身体障害者
手帳または療育手
帳所持者など

町民課

母子父子家庭
医療費助成

母子家庭などの保険診療分の自己負担額を全額助
成

一定基準以下の所
得の母子家庭など

町民課

精神障害者
医療費助成

精神障害者医療受給者の保険診療分の自己負担額
を全額または一部助成

・精神障害者保健
福祉手帳1、2級所
持者
・自立支援医療受
給者証所持者

町民課

療養費の支給

旅先で急病になり保険証を持たずに診療を受けた
場合の費用
コルセットなどの補装具代（医師が必要と認めた
場合に限る。）
折やねんざなどで国保を扱っていない柔道整復師
の施術を受けた場合の費用
医師が必要と認めるはり・きゅう・マッサージな
どの施術を受けた場合の費用

町国民健康保険・
後期高齢者医療保
険加入者

町民課

補助金の名称 補助金の概要 対象 担当課

地区敬老事業交付金 敬老会を実施する行政区に交付金を交付 全行政区 町民課

金婚夫婦祝品 結婚後５０年を迎える夫婦へ祝品の贈呈 金婚夫婦 町民課

敬老祝品支給
満77歳、満88歳及び数え100歳以上の高齢者へ
支給

満77歳、満88歳
及び数え100歳以
上の方

町民課

家族介護用品給付

紙おむつを年４回（１回135枚を目安）支給しま
す。
要介護認定が要介護４又は要介護５の方で一定の
基準にあたる場合、東三河広域連合の家族介護用
品給付事業を利用できます。

障害者・高齢者の
うち寝たきり状態
などでオムツの必
要な方

町民課

福祉移送サービス
事業

要介護認定者、障害者等の方は、シルバー人材セ
ンターやタクシー事業者による移送サービスを有
料で利用できます。 要介護認定者、要

支援認定者、障害
者等

町民課

緊急通報システム
制度

緊急時における通報手段の確保が困難な方に緊急
通報ｼｽﾃﾑの設置費、撤去費の全額、及び利用料の
３/４を助成

65歳以上の
高齢者世帯の方

町民課

介護予防活動
支援交付金

介護予防等を実施する団体に対して、対象経費を
助成します。（上限40万円）

町民団体等 町民課

高齢者安全運転
応援補助金

安全運転支援装置の購入及び取付費用の一部を助
成します。
・障害物検知機能付き　上限32,000円
・障害物検知機能なし　上限16,000円

65歳以上の運転免
許保有の方

町民課

難聴高齢者補聴器
購入費等助成

法律に基づく補聴器の支給対象とならない難聴高
齢者に対して、補聴器の購入費と修理、調整費の
一部助成
・購入　片耳上限50,000円
・修理・調整　上限10,000円

満65歳以上で医師
の意見書を得た方

町民課

福祉
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愛知県・設楽町



 
 

 

 

 

 

○目 的 

  明石市では、聴力低下へ早期に対応し、認知症やフレイルの進行を緩や

かにすることで生活の質を維持し、社会交流を図りながら、住み慣れた地

域で自分らしく暮らすことができるよう、難聴により生活に支障が生じて

いる高齢者に補聴器購入にかかる費用の一部を助成します。 

 

 

○助成対象者（以下のすべての要件を満たす方） 

 ➊市内に住所を有する満６５歳以上の方 

 ➋聴覚障害による身体障害者手帳の交付を受けていない方 

 ➌耳鼻科の医師の診断を受け、補聴器の必要性を認める証明（医師意見書）

を受けた方 

  ※ 中等度難聴程度（医師の診断による例外あり） 

 

 

○助成内容 

  ２０,０００円を上限として、１人１回限り助成 

  ※ 助成対象は、管理医療機器としての補聴器本体と付属品 

   （集音器は対象外） 

  ※ 片耳、両耳問わず上限は２０,０００円 

  ※ 故障、修理、メンテナンスなどは対象外 

  ※ 受診・検査費用や文書料、送料等は自己負担 

  ※ 助成決定通知の決定日から６か月以内に購入し、請求してください。 

  ※ 申請前に購入されたものは助成対象外です。 

 

  

65歳以上の 

高齢者対象 補聴器の購入費を助成します 

【裏面をご覧ください】 



 
 

 

➊申請書の入手 

 市役所窓口（本庁舎２階⑦窓口）にて、申請書と医師意見書用紙（市

指定の様式）をお渡しします。 

 

➋耳鼻咽喉科の受診 

 医師意見書用紙を持参し、耳鼻咽喉科を受診してください。 

 医師に補聴器の使用が必要と認められたときは、医師意見書に記入

を受けてください。 

 ※ 受診料・検査料・文書料等は自己負担です。 

 

➌申請・決定 

 ア 申請書と医師が発行した医師意見書を高齢者総合支援室に提出してく

ださい。 

  ※ 医師意見書の作成日から３か月以内を目途に提出してください。 

 イ 市から助成決定通知書と請求書用紙（市指定の様式）が届きます。 

  ※ 助成決定通知書が届くまでは補聴器を購入しないでください。 

 

➍購入 

 ア 補聴器を購入し、購入店舗からその領収書をもらってください。 

  ※ 宛名は申請者本人に限ります。 

 イ 請求書に領収書と補聴器の型番がわかる書類を添付し、高齢者

総合支援室に提出してください。 

  ※ 市の助成決定通知書の発行日から６か月以内に補聴器を購入

し、請求書を高齢者総合支援室に提出してください。 

 

➎助成 

 申請者本人名義の指定口座に助成金を振り込みます。 

【お問い合わせ先】 

明石市 高齢者総合支援室 高年福祉係 

TEL：０７８-９１８-５２８８ ＦＡＸ：０７８-９１８-５１０６ 

2021年(令和３年)７月 

申請から助成までの流れ 








